
8 S t r a t e g y &  F o r e s i g h t  Vo l .18   2 019  W i n t e r

はじめに

かつて多くの産業機器メーカーにとって成功への定石だったも

のが、今では不確実性に満ちている。大規模建設プロジェクト、大

型産業施設、油田・ガス田、石油精製所といった幅広い産業活動向

けの設備製造事業のかじ取りが難しくなってからもう何年もたっ

ている。しかし、大手企業はたいてい規模による優位性を利用して

さまざまな障害を回避してきた。複数の製品分野を持ち産業活動

の全領域を網羅していることが強みとなり、一部セクターが低迷

しても、他のセグメントの顧客基盤から利益を引き出すことがで

きることが多かったのだ。

しかし、そのようにビジネスをやり繰りする方法は、もはや有効

な戦略ではなくなった。特に収益源を旧来からの機械事業に依存

している企業にとってはなおさらである。しかし多くの産業機器

メーカーが未だそういう状態にある。顧客は次第に、コネクティビ

ティ（ネットワーク接続機能）やデジタル技術による製造の生産性

や透明性の向上を求めるようになってきている。革新的な製品を

提供できない企業への顧客ロイヤリティは低下している。しかも、

多角化した大企業が持つ優位性（低い資本コスト、高度な人材育

成・採用プログラムなど）が薄れつつある。資本市場の効率化に

伴って全業種で融資条件が良くなっているほか、情報の透明性が

高まるにつれて、将来有望な人材には事業分野に関わらず魅力的

な就職機会がもたらされているからだ。

こうした傾向は近年ゆっくりと現れてきたが、デジタル機器を中

心にその速度に拍車がかかっている。Strategy&の予測では、産

業機器メーカーが短期的に新たに増収が図れるとすれば、その大

部分を占めるのは、コネクティビティを持つ機器だ。これらの機器

はセンサー、アクチュエータ、アナリティクス機能を備え、クラウド

を通じて重要なデータを他の機器やコンピューターネットワーク

とリアルタイムにやり取りできる。PwCの調査によると、「自社の

デジタル化が現在、最先端を走っている」と回答するメーカーが

33％にとどまったのに対して、「自社はデジタル化を強力に推進し

ており、2020年までに最先端を走るようになる」との回答は72％

に達した。こうした企業はコネクティビティの向上やスマートファク
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PwC Stratagy&のプリンシパルで、

ニュージャージー州フローラムパーク

を拠点とする。北米の産業機器業界向

けサービスを率いる。ケイパビリティ主

導型の成長戦略、市場導入戦略のほか、

デジタル化によって実現可能なビジネ

スモデルとオペレーティングモデルの

変革に関するアドバイスを行っている。

PwC米国法人のパートナーで、フィラ

デルフィアを拠点とする。産業機器業界

と自動車業界へのアドバイザリー業務

のグローバルリーダー。産業財メーカー

に対して、成長の促進と競争優位性の

構築に向けた戦略策定と実行を支援し

ている。

PwC Strategy&のパートナーで、ミュ

ンヘンを拠点とする。デジタルオペ

レーション・インパクトセンターのグ

ローバルヘッドとデジタル・オペレー

ションEMEAリーダーシップチームの

ヘッドを兼ねる。

PwC Strategy&のプリンシパルでフ

ローラムパークを拠点とする。米国の

産業機器業界向けアドバイザリーの

リーダーを務め、ハイテク企業や産業

機器メーカーの経営幹部に対して企業

戦略とイノベーション戦略に関する助

言を行う。2013年には、『コンサルティ

ング』誌が選ぶ「トップコンサルタント

25人」の一人に選ばれている。

マリアン・ミューラー スティーブ・エディ ラインハルト・ガイスバウアー バリー・ヤルゼルスキ 

トリー化の推進に年間9,070億ドル（売上高の約5％に相当）を投

じている。

また、3Dプリンティングをはじめとする積層造形法が急速に普

及し、産業界のビジネスモデルを変えつつある。無駄が少なく効

率的なこの生産方法が、最小生産ロット、倉庫保管の必要性、工

場の立地や設計、スペアパーツの在庫保管に関するルールを書

き換えてしまう可能性を秘めている。しかし、モノのインターネッ

ト（ IoT）や積層造形法といった技術の進展が顧客に影響を及ぼ

すという強気かつ楽観的な見通しがあるにも関わらず、産業機器

メーカーは、こうしたインダストリー4.0の領域にはほとんど足を

踏み入れていない。

IoT技術を採り入れ、製造業のデジタル化が進んだ未来のエコ

システムへの準備を積極的に進めている産業機器メーカーでさ

え、壁に直面している。この領域は比較的新しいために標準化が

進んでおらず、R&D活動は骨が折れるうえにコストもかかる。特

に、複数の拠点、ユーザー、ネットワーク間での連携を要する複雑

な環境に機器が導入される場合はなおさらである。さらに顧客

は、購入したばかりの機器の技術が陳腐化することを不安視する

ため、試験運用や使いこなしに長期間を要するような製品の導入

をチャレンジすることに消極的だ。産業機器メーカーは従来、買い

替えサイクルの長い製品の開発を軸とするビジネスモデルを展開

していただけに、製品の入れ替えを勧めるやり方は馴染まない。

こうした課題を一気に解決する万能な方法はない。しかし、産業

機器メーカーの経営幹部は、目の前にある新しい状況というレン

ズを通して自社のポートフォリオを見直す絶好の機会かもしれな

い。デジタル化を志向し、新しい技術に素早く適合する組織に生

まれ変わることによって得られる成果はもはや絵空事のような予

想ではなく、現実的なものとなっている。Strategy&の調査による

と、競合他社よりも早い段階でソフトウエア開発に資金を投じる

企業は、業種によらず他社よりも大きな売上拡大を実現している

（図表1参照）。

現時点においてまず目指すべきは、将来、大きな収益源となり

得る最新技術への投資資金を確保するための戦略を実行し、デジ

タル化のトレンドの最前線を走ることだ。一貫性を欠くバラバラ

のポートフォリオでは、目標達成の足を引っ張る。なぜなら、こうし

たポートフォリオは、財務数値の上乗せを狙って行われた「つぎ足

し」式の買収によって生まれることが多く、オペレーション上、経営

管理上の複雑さを増すからである。当初の意図に反して、こうして

獲得した製品分野は財務実績を決定的に改善するまでには至ら

ない。また、一貫性がないために、機器間の通信を可能にする共

通の技術プラットフォームの開発の足かせにもなる。

多くの産業機器メーカーにとって、自社ポートフォリオの積極的

な再編と規模調整によって組織のリエンジニアリングを行うこと

は、相当な変化を意味する。しかし、今日の激動の環境ではコネク

ティビティを備えた製品やサービスに対する顧客のニーズを見越

して迅速に動き、顧客が他のソリューションを探そうとする前に対

応していかなければならない。

ポートフォリオの規模を最適化し、デジタル志向の強い将来へ

と進んでいくにあたって検討すべき2つの施策を以下にまとめ

た。これらは相互補完する場合が多いが、重複する場合もある。

施策A：事業の分離

「自社は本当に効率的な経営ができているだろうか。それとも

古くからある事業が足を引っ張っていないだろうか」と自問して欲

しい。過去の積極的な買収の繰り返しによって広げた、見方によっ

ては、膨張させたポートフォリオが、自社の中核事業や顧客ニーズ

に沿った製品分野の成長基盤やイノベーションに投じるべき財務

的、戦略的リソースに制約をかけ、デジタル領域におけるビジネス

チャンスを妨害していないだろうか。

産業機器メーカーは、分散しすぎた製品ポートフォリオの不必

要な部分を手放すことによって、次のような非常に重要な成果を

得ることができる。
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PwCコンサルティング、Strategy&のマ

ネージャー。製造業・ハイテク業界を中

心に幅広いクライアントに対する全社

戦略・事業戦略策定、実行支援などのプ

ロジェクトに取り組む。

三沢 勝彦（みさわ・かつひこ） 
katsuhiko.misawa@pwc.com

• より価値が高く戦略的で、いわゆるディスラプション（創造的破

壊）を起こし得る製品の研究開発にキャッシュを確保できる

• 敏捷性を損なう原因となり得る全社的な官僚主義の排除に向

けた幅広い取り組みに着手できる

• IoT技術に容易に馴染まない領域の事業部門を特定し、整理で

きる。これは特に高度な技術を用いた製品と関連サービスを結

びつけられるかどうかに自社の将来がかかっている企業にとっ

てはなおさら重要である

• 大規模なコングロマリット企業に対して企業価値向上を迫るア

クティビスト投資家（物言う投資家）のアンテナに引っかからな

いようにすることができる

最近、複数の産業機器メーカーがこれらの課題に対処するた

めに、事業売却の道に踏み出した。例えばゼネラル・エレクトリック

（GE）は向こう2年間で水処理・産業用ソリューション、輸送機器、

照明などの事業を売却する計画を発表した。対象事業の総売上
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主な競合他社と比べて
成長ペースが速い企業群

成長ペースが同等の企業群

成長ペースが遅い企業群

ソフトウエア商材に配分された
R&D費用の比率（%）

  

+25%

図表1 : 産業機器メーカーのソフトウエア重視の成長戦略

出所 ： Strategy& 2016年グローバル・イノベーション1000調査
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高は200億ドルに上る。また、ヘルスケア機器事業の分離の可能

性も探っている。同社はこれまでにもNBCユニバーサル、プラス

チック部門、GEキャピタルの大部分を手放し、事業ポートフォリオ

のスリム化を行っている。

ハネウェルも2017年10月、交通システム事業と住宅用製品事業

（Homes事業およびADI事業）を独立した上場企業2社として分

離し、広範なポートフォリオを簡素化する方針を発表した。この決

定は、ポートフォリオの徹底的な見直しに基づいて下されたもの

で、ハネウェルはこれにより、航空宇宙、商業ビル関連製品、機能

性素材、安全関連製品といった成長性の高い事業に集中する。そ

の結果、革新的な技術や製品分野における買収に向けて150億ド

ルもの資金を捻出できる。

デジタルやIoT分野での事業買収は魅力的ではあるが、産業機

器メーカーが広範な事業売却によるポートフォリオのスリム化を

実施した後に、コネクティビティの技術ケイパビリティを自社内で

構築するチャンスを無駄にしないことが重要だ。そのチャンスを

生かせば、2番目の施策に踏み出すことができる。

施策B：デジタル部門の創設

デジタルの成熟度には幾つかの段階があり、産業機器メーカー

はすでに各段階に進みつつある。最初の段階では、デジタル領域

への新規参入企業は革新的な企業と限定的・非排他的な関係で手

を組み、必要な特定の技術にアクセスしているが、包括的なデジ

タル戦略を構築するまでには至っていない。また、独自開発したデ

ジタル技術を自社の製品やサービスに組み込んでいる企業も存

在する。一方で、成熟度が高い段階では、デジタル化が進んだ産

業機器メーカーは、他社とのコラボレーションにより新しいデジタ

ル技術を開発して自社製品に組み込んでいる。あるいは、ほぼ独

立企業に近い形で技術開発に注力するR&D部門を立ち上げるこ

ともある。

コラボレーション型アプローチの好例としては、エレベーターや

エスカレーターなどの輸送機器を手掛けるシンドラー・グループと

GEの協業がある。この協業では、シンドラー製品の運用状況をモ

ニタリングするソフトウエアや高度なアナリティクス技術を開発す

る。これにより、1日10億人以上の乗降データを利用し、問題が発

生する前に潜在的な問題点を特定すること、利用者の行動に基づ

いて新製品を立ち上げることを目指す。

半独立型のR&D部門の形態としては、比較的自由裁量権が認

められたインキュベーター型から、資金が潤沢で注力領域を絞っ

た事業部門型まで、さまざまな形態を取り得るが、「従来型」組織

の全ての部門がこのR&D部門を活用できるようにすべきである。

究極的には、このR&D部門が開発した技術が新しい製品やサービ

スという形で自社の戦略的方向性を明確にし、推進していくべき

である。また、新しいデジタル部門は組織に起業家精神を吹き込

むと同時に、テクノロジー企業が上げている水準に近い高いマル

チプル*1を親会社にもたらすようにするべきである。

こうした部門の例としては、ユナイテッド・テクノロジーズ（UTC）

のデジタル・アクセラレータがある。これは、コネティカット州の

UTC本社から遠く離れたニューヨーク州ブルックリンにある新興

地域ダンボに、3億ドルを投じて設立した最先端の技術開発拠点

だ。この新部門は、ジェットエンジンからエレベーターなどを含む

さまざまなUTCの製品やサービス向けのソフトウエアの開発を

担当している。同様に、工具・建設機器のスタンレー・ブラック・アン

ド・デッカーはコネティカット州ハートフォードに製造関連の「セン

ター・オブ・エクセレンス」を開設した。ここでは、IoT、クラウドコン

ピューティング、人工知能、３Dプリンティング、ロボティクス、先端

素材を活用した次世代の産業技術の開発と実用化を担っている。

一方で、一部の産業機器メーカーは、最初から本格的なデジタ

ル部門を立ち上げるのではなく、小規模なチームからスタートす

ることを目指すかもしれない。それは、デジタルやデザインの専門

性のほかビジネス面の能力を備えた人材や、データ・アナリティク

ス、アーキテクチャ、ソフトウエア開発といったさまざまな部門の

人材を5～10人程度集めたチームである。こうしたインキュベー

タ型のR&D部門は他の事業部門と密接に連携させるものの、デ

ジタルに関連する製品やビジネスの実証段階においては相対的

*1： 財務指標に対する企業価値や株式時価総額の倍率
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に自律性を持たせることで、起業家精神あふれる文化を醸成し、

かつ既存ビジネスによるバイアスや干渉を避けるようにすべきで

ある。

デジタル部門の全般的なアドバンテージとしては、従来のオペ

レーティングモデルから脱却して、より迅速かつタイムリーに製品

をデザインできることがある。例えば、ソフトウエア開発企業が初

めて導入した「プロトタイピング」の手法を用いれば、新設したチー

ムは新しい製品や機能を迅速に開発し検証できる。大規模組織で

はマネジメント層やルールが何層にも重なっているために遅延が

生じやすいが、それも回避できる。さらに、こうしたチームはいわゆ

る「実用に足る最小限の製品（MVP）」を使って市場テストを行うこ

とができる。MVPはアーリーアダプター（初期採用者）を引き寄せ

るための必要十分な機能を持ち、本格的な装置やデバイスの開発

に向けて市場からフィードバックの収集を行うことができる。こうし

たパイロット製品では、特定のイノベーションに対する顧客の反応

を評価し、市場における製品の価値だけでなく、産業機器メーカー

にとってその製品にどのくらい価値があるかも測定することがで

きる。

確かに、このようなインキュベータ型組織のコンセプトを成功に

導くには、相当な先見性が必要だ。四半期の会社業績が目標に届

かないと各部門の予算は往々にして削られるが、中でもこうした

インキュベーション・プログラムの予算が最初に削られることが多

い。しかし、このプログラムを辛抱強く続けていけば、長期的な成

果を得られる。なぜなら、IoTの普及拡大が加速すれば、拡張性の

あるデジタル部門は規模と経営資源の両面を拡大できるからで

ある。

当然ながら、もっと野心的なデジタル部門に対する投資は巨額

になり、投資回収できるまでに何年もかかる。そのため、産業機器

メーカーや大手テクノロジー企業は、新しい技術開発の促進や、

革新的な独自製品を社内で開発するための経営資源の確保を狙

い、非営利団体という形で協力し、IoT分野において幅広いアプリ

ケーションやプロセスを検証するとともに、IoTの概念を世界に広

めようとしている。例えば、産業用インターネット技術の開発と実

装を支援する団体、インダストリアル・インターネット・コンソーシア

ム（IIC）に参画する100社の上層部には、シーメンス、GE、富士通、

AT&T、シスコ、IBM、インテルなどが入っている。IICのような共同

の取り組みから得られた成果は、各社のデジタル部門により独自

の設計開発にも活用されることが想定されている。

柔軟性とスピードを備えた企業文化の構築

リスクテイクや変化を可能にする企業文化や、最先端の相互接

続可能な製造領域に特化した製品やサービスのポートフォリオを

管理・導入・維持できる優れた人材がなければ、技術的な変革を実

現できたとしても意味がない。産業機器メーカーがどのようなIoT

投資戦略を選択するにせよ、長期的に成功するには、組織再編に

より優れた人材を引きつけるだけでなく、ベテラン従業員がデジ

タル革命に後れを取らないためにスキルを身に付けられるよう既

存の従業員にも投資をしていく必要がある。

市場変化に対応するために、コストや従業員の削減が一般的に

行われている。しかし、市場の起伏に直面する度に採用と解雇を

素早く繰り返していてもうまくいかない可能性が高い。それより

も目指すべきは、企業が現在と将来において確保すべき重要な人

材要件を明確化することだ（上場企業であれば、同時に株主の要

求に応えることも必要だが）。多様な人材が部門間の壁を越えて

新しいアイデアを試し現状に挑む権限が与えられていると感じら

れるよう、組織内のコアバリューとミッションの間に一貫性をもた

らすことが不可欠である。

こうした敏捷な企業ケイパビリティを新たに作り出すため、産業

機器メーカーの経営幹部は以下に取り組まなければならない。

1．今すぐ人材確保を始める。そして、優秀な人材の採用方法につ

いて柔軟に考える。PwCがドイツ企業を対象に最近実施した調査

によると、回答者の89％は「デジタル化には、必要な資質を持つ人

材を採用することが必要」と答えたものの、81％は「必要な資質を

持つ候補者を見つけることが難しい」と答えている。新しい発想で

人材ギャップを解決するとすれば、産業機器のキャリアに必ずしも

適しているとは言えない人材（例えば、シリコンバレーのような魅
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力的な職場を希望する人材）ではあるものの、技術に明るく、過渡

期にある製造業にとって優れた資産になり得る人材を採用すると

いう方法もある。こうした新規採用者に経験豊富な人材と一緒に

仕事をさせて、各チームで健全な人材構成を組むと良い。また、

UTCのデジタル・アクセラレータのような新部門を設立し、新規採

用者が技術的スキルを発揮して企業に価値をもたらすようにする

ことも重要である。

2． 従業員教育とトレーニングに投資する。米国の教育制度では、

未来の工場を運営するために必要な数学やエンジニアリング、プ

ログラミングのスキルを持つ人材を十分に生み出せていないこ

とは周知の事実だ。ドイツをはじめとする他の国々では、実際の仕

事を通して人材を教育する徒弟制度を導入してこの問題に対処し

てきた。産業機器メーカーはその例に倣ったり、あるいはコミュニ

ティー・カレッジや非営利団体、政府機関と協力してスキル養成や

職業訓練プログラムを開発し、エントリーレベルの従業員が企業

固有のニーズに対応できるようにすることを検討すべきだ。社内

トレーニングや外部との提携は、既存の従業員が製造ラインで一

緒に働くロボットやデジタル機器のプログラミング、操作、保守に

向けて準備を進める一助となるだろう。

3． 職場文化を再構築する。産業機器メーカーは、ミレニアル世代

の人材確保でテクノロジー企業やスタートアップ企業と熾烈な競

争を繰り広げなければならない。こうした人材は柔軟性のある職

場環境を好む傾向がある。ヒエラルキーが少なく、クリエイティビ

ティやリスクテイクが推奨される環境だ。UTCのデジタル・アクセ

ラレータはこのアプローチを採り入れ、勢いのあるスタートアップ

企業のようにデザインされた職場環境をブルックリンに作り出し、

製品管理、ソフトウエア開発、データサイエンス、アナリティクス、

サイバーセキュリティといった技術分野で300人もの専門人材を

確保しようとしている。

産業機器メーカーは、こうした人材獲得競争の最前線に出てい

かなくてはならない。数十年間に渡りDNAの一部だった企業文化

は一夜にして変えられるものではない。次に人材の大量採用を行

う前に、スキルと教育水準の高い人材を惹きつけ、つなぎ留める

ための職場環境とプロセスの構築に着手しなければならない。

デジタル・トランスフォーメーションを推進する過程で産業機器

メーカーが直面する最大の課題は技術ではない。人材である。企

業のリーダーがデジタルの新時代に移行する際に、この重要性に

ついて過小評価しないことが大切である。成功は主として、リー

ダーと従業員のデジタルIQ次第だ。人材構成が大きく変わる必要

はあるが、変革は個々の従業員にとっても厳しいものになり得る。

リーダーはチェンジマネジメントのケイパビリティを導入・強化し、

従業員がこの劇的な変革期をくぐり抜けられるように、移行前、移

行中、そして移行後にあらゆる部門と緊密に連携していかなけれ

ばならない。

これからの道のり

産業機器メーカーがIoTやコネクティビティ技術の方向に本格

的に進むと決めたならば、正確さと注意深さを持って前に進まな

ければならない。その過程では、投資や事業売却を行ったり、社内

でケイパビリティを育成したりするかもしれない。M&Aや外部と

の提携によって、デジタル分野の強みを手に入れることもあるだ

ろう。しかし、その方法によらず、自社のコアの強み、オペレーショ

ン上の目標、将来のビジョンについての自己認識と深い理解が戦

略構築において不可欠である。

繰り返しになるが、立ち止まったままで居続けるという選択肢は

ない。

“Industrial Manufacturing Trends 2018–19 New strategies for IoT 
investment” by Marian Mueller, Steve Eddy, Reinhard Geissbauer, and 
Barry Jaruzelski




